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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (千円) 3,930,251 4,152,463 8,917,040

経常利益 (千円) 187,576 230,132 701,396

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 98,265 163,370 443,736

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 55,677 81,513 232,794

純資産額 (千円) 9,297,740 9,321,750 9,404,720

総資産額 (千円) 11,307,791 11,181,708 11,759,291

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 11.82 19.78 53.52

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.9 83.4 80.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 228,956 250,058 501,594

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △353,648 △179,840 △567,592

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △214,407 △191,521 △255,405

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,192,363 2,076,141 2,206,974

回次
第68期

第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 19.36 16.06

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

a 経営成績

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、良好な雇用・所得環境が続く中、底堅く推移しているもの

の、企業収益や個人消費の伸び悩みと相次ぐ自然災害や海外情勢の不確実性により力強さに欠ける展開が続いて

おります。

　また、海外経済においても、米中貿易摩擦の長期化とそれに伴う中国経済の減速及び英国のＥＵ離脱問題等に

より景気減速傾向にあるなど先行き不透明な状況で推移いたしました。

　一方、当社グループが属する電気計測器業界においては、当社グループの重点市場である次世代自動車関連市

場では、ＥＶ(電気自動車)、自動運転、先進安全自動車及びこれらに関わる市場からの電気計測器の需要は増加

傾向にありました。また、冷凍空調市場では、省エネ対策だけではなく、システムの省力化・自動化等高付加価

値化への取り組みに対する設備投資は堅調でありましたが、全般的な需要動向は国内外の経済鈍化の影響により

厳しい状況にありました。

　このような状況の中、当社グループは、米中貿易摩擦の影響があったものの、次世代自動車関連市場、環境・

エネルギー関連市場及び冷凍空調市場を中心に顧客ニーズに合わせたシステム提案営業を積極的に展開し、また、

組織人事等海外市場への販売体制強化策の実施や販路開拓活動と研究開発活動を行うと共に、原価低減と経費節

減にも努力を重ねてまいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、海外売上高が増加したこと等により、41億５千２百万円(前

年同期比5.7％増)となりました。

　損益面におきましては、営業利益２億２千万円(前年同期比21.6％増)、経常利益２億３千万円(前年同期比22.7

％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益１億６千３百万円(前年同期比66.3％増)となりました。

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を行っているものであり、セグメントは単一であります。したが

いまして、セグメントごとに経営成績の状況は開示しておりません。

　

　なお、当社グループにおける営業品目の製品群別売上の概況は、次のとおりであります。

《電子計測器群》

電子計測器群では、航空機用電子機器の測定器が好調に推移いたしました。また、安全関連試験機器は、耐電

圧・絶縁抵抗試験用としてエネルギー市場や車載関連市場において好調に推移いたしました。

以上の結果、売上高は９億４千１百万円(前年同期比19.4％増)となりました。
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《電源機器群》

電源機器群では、直流電源は、次世代自動車関連市場への試験用供給電源として動きがありましたが、装置駆

動用途等の需要が減少したことにより、全般的に低調に推移いたしました。交流電源は、小型多機能・大容量製

品であるＰＣＲ－ＷＥ／ＷＥ２の販売効果もあり、車載関連市場、情報通信関連市場や航空機産業市場への評価

試験や製造設備用として好調に推移いたしました。電子負荷装置は、車載関連市場及び電子部品市場への評価試

験用として高電圧大容量のＰＬＺ－５ＷＨを中心に好調に推移いたしました。

　 以上の結果、売上高は30億５千８百万円(前年同期比1.9％増)となりました。

《サービス・部品等》

サービス・部品等につきましては、特記すべき事項はありません。

当該サービス・部品等の売上高は、１億５千２百万円(前年同期比8.4％増)となりました。

　

　上記に含まれる海外市場の売上の概況は以下のとおりであります。

《海外市場》

米国では、航空宇宙産業市場向け直流電源、ＩＣＴ(情報通信技術)関連市場や航空宇宙産業市場への交流電源

及び半導体市場への電子負荷装置が好調に推移いたしました。欧州では、航空機産業市場への交流電源や車載関

連市場向けの電子負荷装置が好調に推移いたしました。

アジアにおいては、中国では米中貿易摩擦の影響があったものの、エネルギー市場への安全関連試験機器や電

子負荷装置に動きが見られました。韓国では次世代自動車関連市場への交流電源や電子負荷装置、また、東南ア

ジアではＩＣＴ関連市場への交流電源がそれぞれ好調に推移いたしました。

以上の結果、海外売上高は13億８千８百万円(前年同期比17.6％増)となりました。

b 財政状態

当第２四半期連結会計期間における総資産は、剰余金の配当及び賞与の支給等による現金及び預金の減少並び

に受取手形及び売掛金の回収等により、前連結会計年度末に比べ５億７千７百万円減少し、111億８千１百万円と

なりました。

負債は、支払手形及び買掛金の減少並びに賞与及び役員賞与の支給による賞与引当金及び役員賞与引当金の減

少等により、前連結会計年度末に比べ４億９千４百万円減少し、18億５千９百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により増加したものの、剰余金の配当等により、前連結

会計年度末に比べ８千２百万円減少し、93億２千１百万円となりました。

(2) キャッシュ・フロー状況の分析

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年

度の期末残高に比べ１億３千万円(5.9％)減少し、20億７千６百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億５千万円(前年同期は２億２千８百万円)となりました。これは、税

金等調整前四半期純利益２億３千万円の計上及び売上債権の減少額４億８千６百万円等による資金の増加が、たな

卸資産の増加額９千５百万円、仕入債務の減少額１億２千１百万円及び法人税等の支払額５千５百万円等による資

金の減少を上回った結果によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、△１億７千９百万円(前年同期は△３億５千３百万円)となりました。こ

れは、有形固定資産の取得による支出１億４千６百万円及び無形固定資産の取得による支出２千９百万円等により

資金が減少したことによるものであります。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、△１億９千１百万円(前年同期は△２億１千４百万円)となりました。こ

れは、配当金の支払額１億８千９百万円等により資金が減少したことによるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社の株式は、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社の株式に対する大量買付提

案等であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、株

式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的に株主全体の意思に基づいて行われるべきも

のと考えます。

しかしながら、株式の大量買付の中には、対象となる会社の経営陣の賛同を得ることなく、一方的に大量買

付提案等を強行するといったものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値、当社を支え

るステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、

向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀

損するおそれのある不適切な大量買付提案等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

て不適切であると考えます。

② 不適切な支配の防止のための取り組み

当社は、大量買付提案の買付行為がなされた場合について、その大量買付者が中長期的な経営意図や計画も

なく一時的な収益の向上を狙ったもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、買収等の提案

理由、買付方法等が不当・不明確であるなどの事情があるときは、企業価値を毀損し、株主共同の利益に資す

るとはいえないと考えます。

また、大量買付行為を受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の判断に委ねるべきものでありますが、

株主の皆様が適切な判断を行うためには十分な情報が提供される必要があると考えます。

そこで、大量買付行為に対するルールとして、特定の株主グループの株式等保有割合を20％以上となるよう

な当社株式の買付を行う者に対して、(ａ)買付行為の前に、当社取締役会に対して十分な情報提供をすること、

(ｂ)その後、独立委員会がその買付行為を検討、評価・交渉・意見及び代替案立案のための期間を設けること

をルールとして策定いたしました。このルールが遵守されない場合やその買付行為が企業価値または株主共同

の利益に対する侵害・毀損をもたらすおそれのある買付と認められる場合に、当社はこれに対する買収防衛策

を導入すべきものと考えます。

このような観点から、当社は、2019年５月14日開催の取締役会において、当社の企業価値・株主共同の利益

を向上させるため、基本方針に照らし不適切な買付行為の防止の取り組みとして、当社株式の大量買付行為に

関する対応策(買収防衛策)の継続を決議し、2019年６月27日開催の当社第68回定時株主総会において承認を得

ております。

③ 上記②の取り組みについての取締役会の判断

当社取締役会は、上記②の取り組みが当社の上記①の基本方針に沿って策定され、当社の企業価値、株主共

同の利益を損なうものではないと考えます。

また、取締役の恣意的な判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員会の勧告を最大限尊重して買収

防衛策が発動されることが定められており、当社取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は６億２千１百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。

また、当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900,000 9,900,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 9,900,000 9,900,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年９月30日 ― 9,900,000 ― 2,201,250 ― 1,936,250
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(5) 【大株主の状況】

2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

菊水取引先持株会
神奈川県横浜市都筑区東山田１－１－３
菊水電子工業㈱社内

919 11.12

株式会社ケーティーエム 東京都大田区石川町２－18－１ 909 10.99

菊水電子工業従業員持株会
神奈川県横浜市都筑区東山田１－１－３
菊水電子工業㈱社内

451 5.45

株式会社みずほ銀行
東京都千代田区大手町１－５－５
常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱

360 4.35

小 林 寛 子 東京都大田区 346 4.19

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１－６－６
常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行㈱

301 3.64

ケル株式会社 東京都多摩市永山６－17－７ 220 2.66

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 214 2.59

橋 本 幸 雄 東京都府中市 188 2.27

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１－４－１
常任代理人 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

183 2.21

計 ― 4,093 49.47

(注) 上記のほか当社所有の自己株式1,625千株があります。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 1,625,100
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,273,000 82,730 ―

単元未満株式 普通株式 1,900 ― ―

発行済株式総数 9,900,000 ― ―

総株主の議決権 ― 82,730 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式53株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
菊水電子工業株式会社

神奈川県横浜市都筑区
東山田１―１―３

1,625,100 ― 1,625,100 16.42

計 ― 1,625,100 ― 1,625,100 16.42

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2019年10月25日 17時00分 9ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 10 ―

第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,281,879 2,145,687

受取手形及び売掛金 ※ 2,295,410 ※ 1,896,012

電子記録債権 ※ 375,673 ※ 281,235

商品及び製品 694,814 619,602

仕掛品 455,492 669,242

原材料及び貯蔵品 738,668 684,889

その他 86,852 89,127

貸倒引当金 △1,608 △1,564

流動資産合計 6,927,182 6,384,232

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 628,978 681,827

土地 1,454,495 1,454,495

その他（純額） 468,807 422,175

有形固定資産合計 2,552,281 2,558,497

無形固定資産 109,650 119,795

投資その他の資産

投資有価証券 1,353,889 1,287,123

その他 818,303 834,074

貸倒引当金 △2,015 △2,015

投資その他の資産合計 2,170,177 2,119,182

固定資産合計 4,832,109 4,797,476

資産合計 11,759,291 11,181,708

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 790,608 655,623

未払法人税等 79,983 85,273

賞与引当金 217,181 148,125

役員賞与引当金 35,000 －

製品保証引当金 15,385 9,499

その他 567,036 340,676

流動負債合計 1,705,195 1,239,198

固定負債

役員退職慰労引当金 9,306 130

退職給付に係る負債 191,569 189,478

その他 448,499 431,150

固定負債合計 649,375 620,758

負債合計 2,354,570 1,859,957
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,201,250 2,201,250

資本剰余金 2,749,657 2,760,151

利益剰余金 4,768,759 4,742,488

自己株式 △820,906 △806,243

株主資本合計 8,898,760 8,897,647

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 483,832 434,442

為替換算調整勘定 28,119 △2,505

退職給付に係る調整累計額 △5,991 △7,833

その他の包括利益累計額合計 505,960 424,103

純資産合計 9,404,720 9,321,750

負債純資産合計 11,759,291 11,181,708
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 3,930,251 4,152,463

売上原価 1,863,204 1,953,847

売上総利益 2,067,047 2,198,615

販売費及び一般管理費 ※ 1,885,396 ※ 1,977,798

営業利益 181,651 220,817

営業外収益

受取利息 1,399 1,512

受取配当金 26,422 26,127

その他 6,809 10,006

営業外収益合計 34,631 37,646

営業外費用

支払利息 1,323 1,339

売上割引 7,331 7,963

為替差損 14,775 17,221

その他 5,274 1,806

営業外費用合計 28,705 28,330

経常利益 187,576 230,132

特別損失

解体撤去費用 7,716 －

製品保証引当金繰入額 35,071 －

特別損失合計 42,787 －

税金等調整前四半期純利益 144,788 230,132

法人税等 44,627 66,762

四半期純利益 100,161 163,370

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,896 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 98,265 163,370
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純利益 100,161 163,370

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △32,856 △49,390

為替換算調整勘定 △6,526 △30,624

退職給付に係る調整額 △5,102 △1,841

その他の包括利益合計 △44,484 △81,856

四半期包括利益 55,677 81,513

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 53,780 81,513

非支配株主に係る四半期包括利益 1,896 －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 144,788 230,132

減価償却費 102,066 118,145

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △10,630 △4,744

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 160 △9,176

賞与引当金の増減額（△は減少） △29,934 △68,723

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △35,000

製品保証引当金の増減額（△は減少） 20,401 △5,885

受取利息及び受取配当金 △28,600 △28,778

支払利息 8,655 9,303

解体撤去費用 7,716 －

売上債権の増減額（△は増加） 373,921 486,396

たな卸資産の増減額（△は増加） △217,296 △95,283

仕入債務の増減額（△は減少） 52,389 △121,818

保険積立金の増減額（△は増加） △16,542 △16,542

未払金の増減額（△は減少） △95,286 △119,961

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,487 △54,843

その他 22,719 3,393

小計 301,039 286,612

利息及び配当金の受取額 29,079 29,462

利息の支払額 △9,780 △10,614

法人税等の支払額 △91,381 △55,401

営業活動によるキャッシュ・フロー 228,956 250,058

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △16,740 △0

有形固定資産の取得による支出 △235,243 △146,747

有形固定資産の解体による支出 △13,155 －

無形固定資産の取得による支出 △35,117 △29,440

投資有価証券の取得による支出 △53,943 △4,361

その他 551 710

投資活動によるキャッシュ・フロー △353,648 △179,840

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1,325 △1,788

自己株式の取得による支出 △30,285 △40

配当金の支払額 △182,796 △189,692

財務活動によるキャッシュ・フロー △214,407 △191,521

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,641 △9,529

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △340,740 △130,832

現金及び現金同等物の期首残高 2,533,103 2,206,974

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,192,363 ※ 2,076,141
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

　

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しておりま

す。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が、連結会計年度

末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

受取手形 22,647千円 －千円

電子記録債権 10,373千円 －千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

給与手当 394,882千円 419,340千円

賞与引当金繰入額 61,355千円 66,012千円

退職給付費用 10,530千円 13,674千円

役員退職慰労引当金繰入額 160千円 60千円

製品保証引当金繰入額 △2,558千円 △155千円

研究開発費 606,918千円 621,102千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

現金及び預金 2,267,387千円 2,145,687千円

計 2,267,387千円 2,145,687千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△75,024千円 △69,545千円

現金及び現金同等物 2,192,363千円 2,076,141千円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 183,155 22 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 189,640 23 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

（セグメント情報等）

当社グループは、電気計測器等の製造、販売を行っているものであり、セグメントは単一であるため、記載を省略

しております。
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（金融商品関係）

　 前連結会計年度末(2019年３月31日)

科目
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円） 時価の算定方法

投資有価証券 1,335,389 1,335,389 － (注)１

(注) １．投資有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。また、投資信託については、公表されている基準価格によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 18,500

これについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見

込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、表中の「投資有価

証券」には含めておりません。

　

　

　 当第２四半期連結会計期間末(2019年９月30日)

投資有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円） 時価の算定方法

投資有価証券 1,268,623 1,268,623 － (注)１

(注) １．投資有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。また、投資信託については、公表されている基準価格によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 18,500

これについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると見

込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、表中の「投資有価

証券」には含めておりません。
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（有価証券関係）

前連結会計年度末(2019年３月31日)

　 その他有価証券

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

株式 384,649 1,028,208 643,559

債券 210,000 210,336 336

その他 48,838 96,845 48,006

計 643,487 1,335,389 691,902

（注）その他の証券（連結貸借対照表計上額18,500千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表には含めておりません。

　

　 当第２四半期連結会計期間末(2019年９月30日)

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

　

その他有価証券

区分 取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

株式 389,010 950,551 561,540

債券 210,000 210,373 373

その他 48,817 107,699 58,881

計 647,828 1,268,623 620,795

（注）その他の証券（四半期連結貸借対照表計上額18,500千円）については、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11円82銭 19円78銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 98,265 163,370

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

98,265 163,370

普通株式の期中平均株式数(株) 8,316,179 8,257,921

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2019年11月７日

菊水電子工業株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 博 貴 印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 矢 定 俊 博 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている菊水電子工業株

式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、菊水電子工業株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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